
各事務事業に対する中間とりまとめ・見解

年
度
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し
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資
団
体
委
託

民
間
委
託

補
助
金
支
出

そ
の
他

１号 ２号 ３号
そ
の
他

計
再任用･
非常勤

27001 建設局中長期計画策定事務

局が所管する道路、河川、下水道の各事業の中長
期的な計画策定及び進捗管理。なお、国の国土形成
計画や社会資本整備重点計画の動向を踏まえ、随
時、計画の見直しを行う。

1 内部 b生活水準確保 2企画立案 Ａ－２ A-1

1199
1299
2199
2299
2399

イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 82,000 4.4 0.0 0.0 0.0 4.4 0.0

27002
局横断事業等の計画策定・調整
事務

局横断的又は他局等と連携して取り組む事業などの
事業計画策定、関係部署・機関との調整業務

1
内部
ア
ウ

b生活水準確保 2企画立案 Ｂ－２

A-1
A-2
A-3
A-4

2199
2102
2299
2203

イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 7,400 3.9 0.0 0.0 0.0 3.9 0.0

27003 建設局における防災関連事務

・建設局における防災計画の策定、方針の見直し及
び各種訓練等の実施業務
・災害対策会議等に係る建設部事務局としての企
画、運営、連絡調整、資料作成業務
・局管理施設（道路、橋梁、河川、下水道等）の災害
予防及び復旧に係る国、関係局、局内各課との調整
及び資料作成業務

1
内部
ソ

a法律義務 5危機管理 Ａ－３
B
C

イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ○ 353,714 5.7 0.0 0.0 0.0 5.7 0.0

27004 建設局所管財産の管理事務

市有財産の適正な管理については地方財政法及び
地方自治法により行政に義務付けられており、建設
局の財産管理者として局所管財産の適正な管理事
務(取得、管理及び処分）を行う。

1
ア
ウ
セ

a法律義務 1法令規定 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 7,000 9.9 0.0 0.0 0.0 9.9 1.0

27005
道路台帳の整備並びに管理に関
する事務

道路台帳(調書・図面)については、道路法第２８条及
び道路法施行規則第４条の２により、道路管理者に
調製・保管、閲覧義務及び記載事項が定められてお
り、適正な道路管理を行うための必要不可欠な資料
である。市域全体の道路区域を確定し道路台帳の整
備完了を図るとともに、告示の該当箇所や工事等に
よる現況変更箇所については、現地を調査及び測量
し補正を行い、道路台帳(調書・図面)の適正な管理を
行っている。

1
ア
ウ
セ

a法律義務 9指導・監督 Ｃ－１
B
C

ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 178,731 6.8 0.0 0.0 0.0 6.8 0.0

27006
下水道事業にかかる用地取得・
借入事務

本業務は、下水道法に規定される公共下水道の施
設の設置や保全のために必要な土地や権利を取得
するために行う業務である。
また、地方分権一括法の施行に伴う下水道法に基づ
く国有地の譲与取得（返還）手続きにおいては、関係
機関となる近畿財務局並びに大阪府との協議を行
い、随時、整理を行っているところである。

1

ソ
（国有
地取得
の場合
は、ウ）

a法律義務 1法令規定 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 5,174 1.4 0.0 0.0 0.0 1.4 0.0

27007 河川の管理事務
河川敷地における許認可及び河川の愛護・水難防
止の啓発などにより、本市が管理する河川の適正な
利用、良好な河川空間の保全を推進する。

1 ソ a法律義務 3公権力行使 Ｃ－１ C ア.短期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 1,847 5.2 0.0 0.0 0.0 5.2 0.0

27008
道路区域・市有地境界の明示事
務

市民からの申請に基づく道路の区域並びに道路用
地の境界明示を行い、証明書（明示書）等の作成を
行う業務。市民の身近に窓口を置いてサービスの向
上を図る目的で工営所で受付・交付を行うとともに明
示作業も内容に応じて分担して行っている。測量明
示担当では境界明示の技術基準の統一及び工営所
等との連絡調整業務等も行っている。

1
ア
ウ
セ

b生活水準確保 3公権力行使 Ｃ－１
B
D

ア.短期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 508 12.7 46.8 0.0 0.0 59.5 4.0

27009
下水道用地の境界明示及び用
地確定事務

下水道用地の隣接地権者からの申請による境界協
議、及び所管内事業に伴う境界確定業務、並びに水
路敷や処理場等施設用地の確定業務

1
ア
ウ
セ

b生活水準確保 3公権力行使 Ｃ－１ D ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 54,105 5.5 13.2 0.0 0.0 18.7 3.0

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

事務
事業
番号

事務事業内容

建設局

事業の
対象者

(該当するも
の3つまで)

市が関与する
必要性

事務事業名

　(新)　→　21年度からの事業
　(区)　→　各区での実施事業
　　　　　　　(相談、申請受付等)

21年度 従事職員数(21.5.1)終了

事務事業
の分類

(経営方針番号)

市民
協働

実施主体の妥
当性

運営方法
（該当に○）

見直し
計画

21年度予算
（単位：千円）

　　　　　　PTの見解

あくまで中間とりまとめとしての見解です。
分類・記号の説明は「点検の視点ごとの分
類」をご覧下さい。

自己事業仕分け
の判定

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの
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事務
事業
番号

事務事業内容

事業の
対象者

(該当するも
の3つまで)

市が関与する
必要性

事務事業名

　(新)　→　21年度からの事業
　(区)　→　各区での実施事業
　　　　　　　(相談、申請受付等)

21年度 従事職員数(21.5.1)終了

事務事業
の分類

(経営方針番号)

市民
協働

実施主体の妥
当性

運営方法
（該当に○）

見直し
計画

21年度予算
（単位：千円）

　　　　　　PTの見解

あくまで中間とりまとめとしての見解です。
分類・記号の説明は「点検の視点ごとの分
類」をご覧下さい。

自己事業仕分け
の判定

27010
公共基準点(道路基準点)保全事
務

道路区域線管理のために、現在約６万点設置してい
る公共基準点(道路基準点)の保全管理業務

1
ア
ウ
セ

b生活水準確保 3公権力行使 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ○ 24,000 3.0 3.5 0.0 0.0 6.5 2.0

27011
都市計画道路の用地測量及び
境域明示事務

・事業決定された都市計画道路の整備において、必
要な用地を取得するために行う用地境界確定測量
及び買収図・表示に関する登記図面作成事務
・都市計画道路に接する、又は都市計画道路区域内
の土地所有者が当該土地を測量する場合、或いは
当該土地に工作物の新設、改築をしようとする場合
に計画線の明示が必要となるため、都市計画道路境
域明示申請に基づき、現地若しくは図上により明示
を行い証明書を発行する事務

1
ア
ウ
セ

b生活水準確保 3公権力行使 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 3.2 6.2 0.0 0.0 9.4 4.0

27012
下水道総合情報システムの更新
並びに運用管理事務

下水道総合情報システムは、下水道に関する施設情
報、計測データ、技術情報を一元的に保管管理する
システムである。これらの情報を利用し、下水道事業
の効率的な運用、施設の適正な更新、機能改善によ
る市民の生活基盤の保全を行っている。また、下水
道に関する施設情報をインターネットで公開するな
ど、市民サービスの向上の実現にも寄与するもので
ある。本システムの運用管理に関する事務を行って
いる。

1 内部 g内部業務 6内部業務 Ｃ－１ E イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 212,385 3.9 0.0 0.0 0.0 3.9 0.0

27013
道路橋梁総合管理システムの運
用管理事務

道路橋梁総合管理システムは、建設局の管理してい
る道路・橋梁等の施設データを一元的に管理するシ
ステムである。これにより施設管理および修繕計画
の策定などを行うことができ、的確な補修サイクルに
よる適切な道路環境の保全など、より一層の市民
サービスおよび効率性の向上に寄与するものであ
る。本システムの運用管理に関する事務を行ってい
る。

1 内部 g内部業務 6内部業務 Ｃ－１
B
E

イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 86,352 1.7 0.0 0.0 0.0 1.7 0.0

27014
道路河川施設管理システムの開
発検討並びに運用管理事務

道路・河川施設集中管理システムは、災害時の緊急
情報伝達を効率的に行うとともに、日常および緊急
時の施設点検結果をデータベース化することで、迅
速な災害対応を支援するものである。本システムの
運用管理に関する事務を行っている。

1 内部 g内部業務 6内部業務 Ｃ－１ E イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 50,722 0.8 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0

27015
道路工事等による建設副産物の
リサイクル促進事務

道路工事等による建設発生土や建設廃棄物の発生
を抑制するとともに、再利用を促進するため関係団
体と調査検討、協議や情報交換を行い、建設リサイ
クルの推進を図る。また、建設発生土を工事間流用
し、港湾地区の埋立に活用しているが、搬入土量調
整、業務委託の発注から精算までの業務を行ってい
る。同時に道路内工事で発生する廃棄物に関する届
出、通知についての受付・審査・受領書等の交付を
行っている。

1
内部
ア
ウ

g内部業務 6内部業務 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ― ― ― 0 1.9 0.0 0.0 0.0 1.9 0.0

27016
建設局所管工事にかかる設計積
算基準等の作成事務

道路、橋梁、下水道等の土木施設の新設、改築、維
持、補修を行うにあたって、工事・業務委託を発注す
る際の積算基準、単価等の作成、調整、通知などを
行う。

1 内部 g内部業務 6内部業務 Ｃ－１ F イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 0 7.5 0.0 0.0 0.0 7.5 0.0

27017
建設局所管工事にかかる仕様
書・基準書等の作成事務

・請負工事共通仕様書、業務委託共通仕様書、監督
マニュアル、検査必携、施工体制確認マニュアル等
の作成及び改訂業務
・工事成績評定調書の検討及び改訂業務

1 ア a法律義務 1法令規定 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 2.1 0.0 0.0 0.0 2.1 0.0

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの
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団
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託
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１号 ２号 ３号
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計
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非常勤

事務
事業
番号

事務事業内容

事業の
対象者

(該当するも
の3つまで)

市が関与する
必要性

事務事業名

　(新)　→　21年度からの事業
　(区)　→　各区での実施事業
　　　　　　　(相談、申請受付等)

21年度 従事職員数(21.5.1)終了

事務事業
の分類

(経営方針番号)

市民
協働

実施主体の妥
当性

運営方法
（該当に○）

見直し
計画

21年度予算
（単位：千円）

　　　　　　PTの見解

あくまで中間とりまとめとしての見解です。
分類・記号の説明は「点検の視点ごとの分
類」をご覧下さい。

自己事業仕分け
の判定

27018
建設局所管工事等にかかる検査
事務

局所管の請負工事等の契約に伴い、中間金支払い
請求時及びその完了時において工事目的物の引渡
し及び請負代金支払いのため、契約内容が適正に
履行されたことを確認する。

1 ア a法律義務 1法令規定 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 9.7 0.0 0.0 0.0 9.7 0.0

27019 道路巡視事務

道路巡視要綱及び工事現場巡視要綱に基づき、道
路占用工事及び請負工事現場の巡視を行い、工事
現場の保安施設等の設置状況など安全管理の徹底
を行い、その改善措置の指導・助言を行う。
また、日常的に工営所管内のパトロールを行い道
路、河川等の損傷箇所、不法不正使用の早期発見
に努める。

1 セ
c生命財産を守
る

5危機管理 B－１ C イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ― ― ― ― 0 2.0 43.0 0.0 0.0 45.0 0.0

27020 道路管理に関する法手続き事務

道路網の整備を図ることを目的とした道路法に基づ
き、道路管理者としての自治事務をおこなっている建
設局において、管理すべき道路を特定するための法
手続きを行っている。

1

内部
ア
ウ
セ

a法律義務 1法令規定 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 2,867 8.2 0.0 0.0 0.0 8.2 0.0

27021
道路資料閲覧コーナーの管理運
営事務

平成13年2月に建設局がWTCビルに移転したことに
伴い、道路に関する情報を必要とする市民に対し、
本庁舎３階に「道路資料閲覧コーナー」を設置し、市
民サービスの向上に努めている。主な業務としては、
大阪市が管理する道路法上の道路(認定道路)に関
する情報を提供、事前に協議済みの各種申請書・届
出書等の受付とその許可書の交付である。管理運営
は業務内容から道路法等に関する専門知識や経験
を有する団体に委託し、その指揮監督並びに情報内
容（図面等）の調製を道路管理者である大阪市が
行っている。

1
ア
ウ
セ

a法律義務 9指導・監督 Ｃ－１
C
E

イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ― ― ― 14,312 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0

27022
道路占用許可及び道路工事施
行承認に関する事務

道路管理者の権限において、道路法等関係法令に
基づき、道路区域内への街路灯やガス管等の物件
の設置、歩道改築等の道路工事の申請について、審
査、許可行為を行うなどし、適正な道路管理を行って
いる。

1
内部
ア
ウ

c生命財産を守
る

3公権力行使 Ｃ－１
B
C

ア.短期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 107,284 22.1 18.6 0.0 0.0 40.7 0.0

27023
特殊車両通行許可及び道路運
送法に基づく審査等の事務

車両制限令に定める制限値を超える車両が通行す
る際に道路管理者の権限に基づいて、必要な審査を
行ったうえで、許可等の手続きを行い、道路の適正
な管理を行っている。また、バス事業者が路線を新
設等する際に、道路管理者の権限に基づき道路を適
正に管理するため、道路運送法に基づき必要な審査
を行い、道路管理上の措置について意見回答を行
う。

1
ア
ウ

c生命財産を守
る

3公権力行使 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 172 3.8 0.0 0.0 0.0 3.8 0.0

27024
道路法上の道路に関する各種協
議関係事務

道路管理者の権限に基づき、道路を適正に管理する
ため道路の管理協定、大規模建築物・開発行為にか
かる公共施設管理者の同意協議、その他道路管理
に関する各種協議業務を行う。

1
内部
ア
ウ

c生命財産を守
る

1法令規定 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 5.7 0.0 0.0 0.0 5.7 0.0

27025 屋外広告物の許可に関する事務

本市における良好な景観の形成、風致の維持及び
公衆に対する危害防止の観点から、  屋外広告物法
並びに同条例をに基づき、広告物の表示及び広告
物を掲出する物件の設置・維持について、規制を
行っている。また、指定した広告物景観形成地区に
おいて、地域の特性をいかした基本計画を策定し、
規制・誘導を行うことで良好な都市景観を形成し、修
景を向上させていく。

1
内部
ア
ウ

b生活水準確保 3公権力行使 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ○ 8,421 4.3 0.0 0.0 0.0 4.3 0.0

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの
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計
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非常勤

事務
事業
番号

事務事業内容

事業の
対象者

(該当するも
の3つまで)

市が関与する
必要性

事務事業名

　(新)　→　21年度からの事業
　(区)　→　各区での実施事業
　　　　　　　(相談、申請受付等)

21年度 従事職員数(21.5.1)終了

事務事業
の分類

(経営方針番号)

市民
協働

実施主体の妥
当性

運営方法
（該当に○）

見直し
計画

21年度予算
（単位：千円）

　　　　　　PTの見解

あくまで中間とりまとめとしての見解です。
分類・記号の説明は「点検の視点ごとの分
類」をご覧下さい。

自己事業仕分け
の判定

27026 放棄自動車対策事務

　道路上の放棄自動車について、道路法７１条３項
の規定に基づき公告を行うとともに、警察に所有者
照会を行い所有者不明の回答があったものについて
道路管理者である本市で撤去している。
　また、路上放棄の未然防止策として、夜間道路パト
ロールや市民啓発のためにポスター掲出なども行っ
ている。

1 ソ
c生命財産を守
る

3公権力行使 Ｃ－１
A-1
C

2399 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 7,179 2.1 31.6 0.0 0.0 33.7 0.0

27027 違反広告物対策事務

①法令上即時除却できない物件（店頭等で管理され
ている置き看板等の違反広告物）については、設置
している店舗等に対して、道路上から撤去するよう指
導している。また、その店舗等に広告物を配付してい
るメーカーやフランチャイズ本部等の広告主に対して
も定期的に指導勧告等を行っている。
②法令上即時除却可能な物件（はり紙や道路上に管
理されずに放置されているはり札・広告旗・立看板等
の違反簡易広告物）については、職員や施設管理
者、委託業者、市民ボランティア「かたづけ・たい」が
即時除却している。

1
ア
セ

c生命財産を守
る

3公権力行使 Ａ－３

A-1
B
E

2399 ア.短期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ○ 48,560 8.6 33.9 0.0 0.0 42.5 9.0

27028
建設局所管用地にかかる不法占
拠対策事務

①建設局が管理する道路(認定道路敷)の不法占拠
物件及び不正使用物件の発見、是正指導、除却及
び改善。
②本市所管用地(法定外公共物、下水道用地)につ
いては、公共物の適正な維持管理の必要性から地
方自治法第149条第6号の規定に基づく財産管理業
務として、不法占拠物件の現場確認、撤去交渉、処
理を行っている。

1 ソ
c生命財産を守
る

3公権力行使 Ｃ－１

A-1
B
C

2399 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 101,045 8.2 15.3 0.0 0.0 23.5 0.0

27029
道路・河川におけるホームレス物
件対策事務

建設局が管理する道路・河川を不法に占用すること
は、行政財産本来の用途または目的が妨げられ市
民に対する不利益となるため、これらの不法占用物
件の予防・撤去を行う。

1 セ
c生命財産を守
る

3公権力行使 Ｃ－１
A-1
D

2304 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 56,068 9.0 21.8 0.0 0.0 30.8 0.0

27030 有料駐輪場の管理事務

本市では昭和４８年から駐輪場を整備・管理している
が、駐輪場の整然利用及び近距離利用の抑制を目
的に昭和６３年から有料化を実施しており、また市民
サービス向上及び効率的管理を目的に平成１９年度
からは指定管理者制度を導入しており、さらに平成２
０年度からは利用率向上を目的に利用料金制度を
導入している（市内９５鉄道駅）。

1 セ b生活水準確保 9指導・監督 Ｃ－３

A-1
A-2
A-3
A-4
B

2301 ウ.拡充 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ○ 67,747 4.7 0.3 0.0 0.0 5.0 0.0 ウ－6　その他
拡充に向けた政策議論が
必要なもの。

27031 放置自転車の撤去事務

昭和58年から鉄道駅周辺等を放置禁止区域に指定
して放置自転車の撤去を実施しているが（平成２１年
度現在１２５駅）、撤去は行政権限の行使にあたるた
め、撤去の実施方法としては、放置自転車の撤去作
業は工営所職員が直営で行い、撤去自転車の運搬
作業は民間運送事業者に委託している。

1 セ b生活水準確保 3公権力行使 Ｃ－３

A-1
A-2
A-3
A-4
B
D

2301 ウ.拡充 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 956,535 6.1 74.3 0.0 0.0 80.4 31.0

27032
放置自転車の削減に向けた啓発
事務

放置自転車の削減に向けた啓発は従来から工営所
職員が直営で行ってきたが、これに加えて、平成１４
年から有償サイクルサポーター(啓発指導員）を配置
してきており、さらに平成１７年から無償サイクルサ
ポーター（市民ボランティア）を募集して市民協働の
取組みを進めている。
さらに、市民協働型自転車利用適正化事業「トライア
ルプラン」により、区役所においても、サイクルサポー
ター配置等各種の市民協働の取組みを建設局と連
携して進めている。（平成２１年度１６区役所実施）

1 セ b生活水準確保 8市民活動支援 Ａ－１

A-1
A-2
A-3
A-4
D

2301 ウ.拡充 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 156,313 6.0 18.7 0.0 0.0 24.7 0.0 ウ－6　その他
拡充に向けた政策議論が
必要なもの。

27033 駐輪場の整備事業

通勤・通学を目的とした駐輪需要に対して、駅周辺で
の駐輪場整備（全体計画約１５万台）を昭和４８年よ
り実施している。また中心市街地でも自転車利用が
増加しており、キタ・ミナミ等でも駐輪場整備を進め
る。

1 セ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-2
A-3
A-4

2301
2302

イ.中期
f市（事業規模拡
大）

○ ― ― ― ― 399,183 9.3 0.0 0.0 0.0 9.3 0.0 ウ－6　その他
拡充に向けた政策議論が
必要なもの。

カ　事業仕分けでの指摘や意見を受けて、
見直しを検討すべきもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

カ　事業仕分けでの指摘や意見を受けて、
見直しを検討すべきもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの
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事業の
対象者

(該当するも
の3つまで)

市が関与する
必要性

事務事業名

　(新)　→　21年度からの事業
　(区)　→　各区での実施事業
　　　　　　　(相談、申請受付等)

21年度 従事職員数(21.5.1)終了

事務事業
の分類

(経営方針番号)

市民
協働

実施主体の妥
当性

運営方法
（該当に○）

見直し
計画

21年度予算
（単位：千円）

　　　　　　PTの見解

あくまで中間とりまとめとしての見解です。
分類・記号の説明は「点検の視点ごとの分
類」をご覧下さい。

自己事業仕分け
の判定

27034 自転車道の整備事業

市内幹線道路などの幅員に余裕がある道路におい
て、歩道部の拡幅、または車道部の削減などにより、
自転車道の整備（全体計画約６００ｋｍ）を昭和４８年
より実施している。

1 セ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１ A-1 2399 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0

27035 市立駐車場の管理運営事務

路上駐車を解消、円滑な都市交通機能の確保を図
るために策定された「大阪市駐車基本計画」を基に
整備した駐車場をはじめ、市内に１０箇所ある市立駐
車場について、指定管理者制度を導入し、本市の指
導・監督のもと効率的かつ効果的に管理運営してい
る。

1
ア
ウ
セ

eサービスの確
保

9指導・監督 Ｃ－２
A-1
A-4

3301 イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ○ ○ ― ○ 1,792,558 3.6 0.3 0.0 0.0 3.9 0.0

27036 有料道路の管理運営事務

円滑な都市交通機能の確保、無橋地帯の解消、避
難路の整備及び本市北東部全域の開発等を目的と
して道路整備特別措置法に基づき建設された有料道
路（菅原城北大橋）について、本市の指導・監督のも
と民間を活用して効率的に管理運営している。

26 0
ア
ウ
セ

a法律義務 9指導・監督 Ｃ－２ A-1 3201 イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 462,732 1.1 0.3 0.0 0.0 1.4 0.0

27037 渡船事業（建設局）

渡船は架橋困難な地域等の日常生活に重要な施設
であり、現在、7渡船場では元旦等や台風等の荒天
時を除き毎日、午前6時から午後9時30分まで無料で
運営しており、市民に生活道路の一部として供する
事業である。

1
ア
ウ
セ

a法律義務 1法令規定 Ｃ－１

A-1
A-3
B
C

3101 ア.短期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 128,415 3.6 69.0 0.0 0.0 72.6 1.0

27038
道路の維持管理にかかる緊急対
応業務

・道路の維持管理、道路交通の支障となる事案が発
生した場合に関係先との連絡調整業務を行う。
・管内の維持管理道路の道路交通に支障となる事案
が発生した場合に業務時間内は直営、夜間・土・日・
祝日等の業務時間外は委託業者が現場緊急対応を
行う。
・幹線道路及び補助幹線道路における事故・道路損
傷事案（道路陥没等）発生に伴う通行止めその他通
行規制に関する情報交換・緊急対応等を各公共・公
益企業体等関係先と連絡調整し、これらに伴う広域
的な交通渋滞の緩和、市民への情報提供を行う。

1
ウ
セ

c生命財産を守
る

5危機管理 Ｃ－１ B ア.短期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 6.7 61.5 0.0 0.0 68.2 0.0

27039 道路の補修事業

・大阪市基本計画政策目標31に掲げる、施設の適切
な維持・管理と有効活用を図るを目的に、円滑で安
全な交通の確保、道路交通環境の保全のため、道
路の適切な維持管理を実施している。道路は舗装、
交通安全施設、地下道・アンダーパスの構造物など
多様な施設で構成されているが、これらの施設を適
正に維持管理するための調査、計画、点検、補修工
事などを実施している。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-2
A-4
B

1101
2302
2303

イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 3,964,859 17.3 0.0 0.0 0.0 17.3 0.0

27040
埋設企業体から受託する道路の
一括復旧事業

・埋設企業体による埋設管跡復旧工事時において、
同一箇所内で複数の埋設企業体による復旧工事が
生じた場合は、それぞれの復旧工事で発生する舗装
の継ぎ目を削減し、道路保全に努めるために埋設企
業体から受託して、一括復旧工事（設計・積算・工事
発注）を実施している。

1
内部
ウ

a法律義務 1法令規定 Ｃ－１
A-1
B

1199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 1,365,000 4.1 0.0 0.0 0.0 4.1 0.0

27041 橋梁の保全・補修事業

本市管理橋梁は、古くから都市基盤整備が進んでき
たため、橋齢５０歳を超える割合は、全国平均６％に
対し１９％と高齢化が進んでおり、近い将来、集中し
て更新時期を迎えることが予想され、橋梁の老朽化
対応は喫緊の課題となっている。このため、アセット
マネジメントを導入し、橋梁を計画的に予防保全する
ことで、橋齢１００歳以上に延命化することを目指すと
ともに、架替対象橋梁を厳選することで大幅なコスト
縮減と事業費の平準化を図るものである。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

1102 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 1,264,503 10.4 0.0 0.0 0.0 10.4 0.0

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

カ　事業仕分けでの指摘や意見を受けて、
見直しを検討すべきもの
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　　　　　　PTの見解

あくまで中間とりまとめとしての見解です。
分類・記号の説明は「点検の視点ごとの分
類」をご覧下さい。

自己事業仕分け
の判定

27042 一般道路の改良事業

大阪市基本計画政策目標８に掲げる、都市内におけ
る移動の利便性の向上に向け、市民生活と密接に
関係している生活道路等において、市街地の防災性
や安全性の確保に向け、狭隘・行き止まり・線形不良
などを解消するための道路整備（電気・機械設備含
む）の企画、調整、進行管理、設計、積算、工事発注
などの業務を行っている。また、既成市街地における
住宅建設とあわせた道路整備についても、前記と同
様の業務を行っている。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

1299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 575,392 11.3 3.0 0.0 0.0 14.3 0.0

27043 老朽橋の架替事業

現在、老朽橋の架替事業として、東住吉区の下高野
橋の架替を事業中である。本橋は、これまで補修や
補強を行いつつ供用してきたが、昭和２年に架橋さ
れてから既に約８０年が経過し、老朽化が著しくなっ
てきた上、自動車荷重の増大に伴い、補修・補強に
よる橋梁の延命化が限界に達しつつある。また、道
路幅員は歩道・車道共に狭く、交通安全上の観点か
ら問題がある。さらに、橋脚数が多いことから治水面
からも問題がある。このようなことから、本橋の架替
拡幅を行い、市民生活の安全性・快適性を確保する
ものである。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１ A-1 1201 ア.短期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 590,496 2.4 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0

27044
河川改修に伴う橋梁の架替・改
修事業

現在、河川改修に伴う橋梁の架替・改修事業として、
城北川改修事業に伴う橋梁の架替を実施している。
城北川改修事業は、寝屋川水系改修事業の一環と
して、大阪市東部および寝屋川流域の治水安全度の
向上を図るべく、昭和６０年度より河積の拡大を主な
目的として事業実施しており、これに伴い治水安全
度の向上を目的として、城北川に架かる橋梁の整備
を行うものである。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

1299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 48,000 2.8 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0

27045
都市計画道路の整備計画策定・
調整事務

街路事業の今後の展望を検討するための都市計画
道路の見直しや整備計画等の検討、及び関係部署
との連絡調整業務

1 内部 b生活水準確保 2企画立案 Ｂ－２ A-1 2199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 11,000 1.8 0.0 0.0 0.0 1.8 0.0

27046 都市計画道路の整備事業

都市計画道路は、都市の発展を計画的に誘導し、秩
序ある市街地を形成し、合理的な土地利用を図るた
めに必要な道路（幹線道路、補助幹線道路、歩行者
専用道等）で、これの新設・拡幅の整備を行い、交通
機能、防災機能、市街地形成機能、空間機能等を向
上させるものである。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-4
B

2101 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 12,103,113 15.4 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0

27047
阿倍野再開発に伴う都市施設の
整備事業

阿倍野再開発に伴い、必要な公共地下通路、地下
自転車駐輪場（２箇所）及び阿倍野歩道橋の整備を
行う。

25 0 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ａ－２
A-1
A-4

2199
(5201) イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 962,000 4.1 0.0 0.0 0.0 4.1 0.0

27048
地域高規格幹線道路（淀川左岸
線２期事業）の整備事業

広域幹線道路ネットワークの形成や都心北部地域で
の交通混雑緩和のため、平成８年の都市計画決定
にもとづき、延長約４．３ｋｍ・幅員約２５ｍの道路整
備を行う。

32 0 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｂ－２
A-1
A-4

2101 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 1,864,372 6.2 1.0 0.0 0.0 7.2 0.0

27049 道路と鉄道の立体交差化事業

連続立体交差事業は、地平を走る鉄道を連続的に
高架化又は地下化することにより、複数の踏切を一
挙に除却し、都市内交通の円滑化を図ると共に、分
断された市街地の一体化による都市の活性化を図る
事業である。また、単独立体交差事業は、道路又は
鉄道のいずれかを個別に立体交差化することによ
り、都市内交通の円滑化を図る事業である。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-2
A-4

2101 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 7,354,724 8.2 0.0 0.0 0.0 8.2 0.0

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの
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自己事業仕分け
の判定

27050 橋梁の耐震強化事業

大地震の発生に際しては、効果的に応急対策を実施
し被害を最小限とするために、緊急交通路の確保が
重要である。これまで、兵庫県南部地震の発生後、
大阪市地域防災計画に位置づけられた緊急交通路
に架かる橋梁の耐震対策について、平成８年度を初
年度とする地震防災緊急５ヵ年計画に基づき実施し
てきた。市内要対策橋梁は３３１橋であり、平成２０年
度末で３１０橋の耐震対策が完了しており、今後、残
る約２０橋について、順次実施していくものである。

30 0 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2104 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 417,799 4.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0

27051 駐車対策事務
交通渋滞や交通事故等を誘発し、道路機能の低下
をきたす違法駐車によって生じる課題について、対
策案の検討や関係先との連絡調整を行う。

1
ア
エ
ス

b生活水準確保 2企画立案 Ａ－２
A-1
A-4

2299 イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 3,360 0.5 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0

27052 環境負荷を軽減する舗装整備事業

・大阪市基本計画政策目標25に掲げる、地球温暖化
を防止しヒートアイランド現象を緩和することを目的と
して保水性舗装、遮熱性舗装の整備を進めている。
また、政策目標26に掲げる、一人ひとりの環境意識
を高め、快適で環境負荷の少ないまちをつくるを目
的とし、低騒音舗装の敷設を進めている。
・保水性舗装、遮熱性舗装は道路の路面温度を低減
する機能をもつ舗装であり、低騒音舗装は自動車騒
音を低減する機能をもつ舗装である。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-2
A-3
A-4

2205 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 253,325 4.1 0.0 0.0 0.0 4.1 0.0

27053 電線類地中化の推進事業

・大阪市基本計画政策目標27に掲げる、自然災害に
対する安全性を高めることを目的として電線類の地
中化を推進している。電線類の地中化とは道路の上
空にある電線類を地下にまとめて収容するための電
線共同溝を整備するもので、都市防災機能の向上の
ほか、安全で快適な歩行空間の確保、都市景観の
向上などの整備効果がある。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 742,945 5.1 0.0 0.0 0.0 5.1 0.0

27054
安全な通行空間の確保のための
事業

・大阪市基本計画政策目標２８に掲げる、安全な道
路空間の創出として、車両の交通量が多い道路にお
ける「歩道設置や歩車道の分離」を行うことにより、
歩行者の安全を確保する。また、交通事故が多発す
る幹線道路の交差点などは「事故危険箇所」として指
定、同様に住居系地区などの生活道路は「あんしん
歩行エリア」として面として指定し、右折レーンの設置
や交差点のカラー化などを実施することで、交通死
傷事故の抑止対策を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 305,860 5.4 0.0 0.0 0.0 5.4 0.0

27055
ターミナル周辺のバリアフリー化
事業

・大阪市基本計画政策目標１９に掲げる、交通施設
のバリアフリー化として高齢者や障害のある方を含
めた全ての人が、ターミナルと公共施設などを結ぶ
アクセスルート等において、安全で快適に移動ができ
るように「歩道の段差解消・勾配修正」や「視覚障害
者誘導用ブロック設置」などを行う。特に、「高齢者、
障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」
（以下、バリアフリー新法）に基づく基本構想が策定さ
れた重点整備地区においては、それらの取り組みを
積極的に実施する。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ａ－３
A-1
A-4

2204 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 124,133 1.4 0.0 0.0 0.0 1.4 0.0

27056 共同溝の整備事業

・共同溝の整備等に関する特別措置法（S38）に基づ
き、都市生活に必要不可欠であるライフラインを道路
の地下にまとめて収容する構造物を建設する。
・災害時のライフラインが分断されることがないよう
に、ネットワーク形成を目指している。
・整備計画に基づいて設計・積算・工事発注などの業
務を行っている。

1
内部
ウ
セ

b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 762,221 3.8 0.0 0.0 0.0 3.8 0.0

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの
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27057
水の回廊（道頓堀川含む）にか
かる橋梁の整備事業

水の回廊は、本市の貴重な観光資源であり、水の回
廊に関連する魅力向上方策が官民一体となって、総
合的に取り組まれている。特に大阪・ミナミの道頓堀
周辺では、水辺遊歩道整備しており、水辺遊歩道に
併せて橋梁整備し、遊歩道と連絡することで回遊性
を高め、水辺の交流空間と、大阪・ミナミの繁華街に
ふさわしいにぎわいを創出する。また、中之島におい
ても、橋梁ライトアップを行うことにより、都市空間の
魅力を向上させるものである。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｂ－２

A-1
A-2
A-3
A-4

2201
2203

ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 346,762 3.4 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0

27058 道路照明灯の整備事業

夜間の交通事故防止及び円滑な交通確保を図ると
ともに副次的に防犯上の効果を図る事業である。市
民に安心を与える明るさ（平均照度４ルクス）を確保
するため、生活道路の道路照明灯を現在の約６０ｍ
間隔の中間部（約３０ｍ間隔）に増設していく。また、
既設の道路照明灯においても、球切れなどの更新時
に光源を水銀ランプから発光効率の高い高圧ナトリ
ウムランプに改良していく。

34 0 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-2
A-4
B

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 656,800 1.3 0.3 0.0 0.0 1.6 0.0

27059
道路施設の電気・機械設備の維
持管理事務

市民が安全にかつ快適に都市生活を営むために、
道路付属施設の適正な維持管理を実施する。

1 ソ b生活水準確保 9指導・監督 Ｃ－１

A-1
A-4
B
D

2299 ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 1,339,695 5.4 16.7 0.0 0.0 22.1 0.0

27060 街路防犯灯設置助成事業

街路防犯灯の設置助成は、町会または地域の代表
者等の申請により蛍光灯設置に助成を行う制度であ
る。蛍光灯の取付については大阪市が負担して施工
することで助成を行う。ただし、設置後の電気料金や
ランプの取替等の維持管理費用は全額申請者負担
となる。

1 エ b生活水準確保 9指導・監督 Ａ－１ A-1 2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 6,000 0.3 3.0 0.0 0.0 3.3 0.0

27061
下水道使用料の調定及び収納
に関する事務

公共下水道使用者に対する汚水排出量の認定なら
びに下水道使用料の調定及び収納を行う。

1
ア
イ
セ

b生活水準確保 7公平性確保 Ｃ－１
C
E

イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ○ ○ ― ○ 2,385,536 11.0 0.0 0.0 0.0 11.0 2.0

27062 下水道敷の占用に関する事務

大阪市下水道条例第18条に基づき、公共下水道の
維持管理上支障がないと認められる場合、下水道の
敷地に電柱・ガス管等の設置や通路としての使用等
に対して占用許可にかかる事務を行う。また、大阪
市下水道条例第20条に基づき、大阪市下水道条例
施行規則別表３に定める所定の占用料の徴収・督促
を行う。

1
ア
ウ
セ

a法律義務 1法令規定 Ｃ－１
B
C

イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 1.1 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0

27063
工場・事業場に対する適正な排
出規制（水質）事務

下水道放流の工場・事業場の水質規制業務及びそ
の総括、河川放流工場・事業場の水質規制業務、排
水設備設置義務免除業務、行政処分審査会の開
催、水質規制手法調査業務、水質使用料認定調査
業務、汚水排除承認制度業務

1
ア
ウ

b生活水準確保 6内部業務 Ｃ－１ A-4 イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ○ ○ ― ― 124,276 23.6 15.0 1.0 0.0 39.6 2.0

27064 下水道の水質管理事務
各下水処理場及び舞洲スラッジセンターにおける水
質管理業務及びその統括、水質データの照会回答、
各規制部局への報告

1 内部 b生活水準確保 6内部業務 Ｃ－１ A-4 イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ○ ○ ― ― 139,759 18.1 0.0 3.0 0.0 21.1 0.0

27065

下水管きょ、下水処理場、抽水
所（ポンプ場）の維持管理に関す
る管理方針や実施体制等の計
画立案事務

・維持管理計画立案
・維持管理体制の検討立案
･維持管理方針案の策定
･安全管理対策
・事務所連絡調整

1 ソ
c生命財産を守
る

6内部業務 Ｃ－１

A-1
B
D

1199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 47,135 7.8 2.2 0.0 0.0 10.0 5.0

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－1　費用対効果の妥当性について検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの
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27066 下水道施設の改築更新事業

大阪市は古くから下水道整備を進めてきたため、老
朽化した下水道施設を多く抱えており、継続的に下
水道サービスを提供・維持していくため、老朽化の進
んだ下水道施設（管渠施設、下水処理場・抽水所施
設【土木・建築・機械・電気】）の改築・更新を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１ A-1 1201 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 13,055,800 16.2 0.0 0.0 0.0 16.2 0.0

27067 下水道施設の耐震化事業

地震時において、下水道の流下機能及び下水処理
機能を維持・確保するため、また、下水管の埋設され
ている道路上の交通を確保するため、管路施設の耐
震化や処理場（建築物）の耐震化、自家発電施設の
整備、仮設トイレ汚水受入施設の整備等を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2104 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 5,401,413 9.0 0.0 0.0 0.0 9.0 0.0

27068 浸水対策事業

浸水のない安全で快適な都市の形成を図るため、概
ね10年に一度の大雨（６０mm／hr）に対する全市的
な浸水安全度の向上を目標とし、下水道幹線やポン
プ施設などの整備を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2102 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 7,725,872 22.3 0.0 0.0 0.0 22.3 0.0

27069 合流式下水道の改善対策事業

公共用水域の水質改善に寄与するため、合流式下
水道から雨天時に未処理で河川等に放流される汚
濁物を、分流式下水道で整備された場合と同程度ま
で削減するための、雨水滞水池の整備等を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2103 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 3,834,900 16.0 0.0 0.0 0.0 16.0 0.0

27070 下水処理の高度処理化事業
河川等の公共用水域における水質改善に寄与する
ため、急速ろ過池の整備など下水処理の高度化を進
める。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 743,800 3.4 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0

27071 下水汚泥の集中処理化事業

下水処理によって発生する汚泥をパイプ輸送して汚
泥の集中処理を行い、汚泥処理の効率化を図るとと
もに汚泥の有効利用の促進を図るため、汚泥圧送管
や舞洲スラッジセンターの整備を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１ A-1 2199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 2,959,800 3.4 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0

27072
アメニティ対策関連事業
（下水道環境保全事業）

地球環境や生活環境を保全し、より快適でうるおい
のある都市環境を形成していくため、下水道施設の
臭気対策として覆蓋脱臭を実施するとともに、下水道
が有する処理水・汚泥・排熱などの資源やエネル
ギー、下水処理場等の下水道施設の上部空間など
を有効に活用していく。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 634,200 9.3 0.0 0.0 0.0 9.3 0.0

27073 消化ガス有効利用事業

下水汚泥を処理する過程から発生する消化ガスはエ
ネルギー資源として、潜在的に高い利用性を有して
おり、消化槽の加温やガス発電などの燃料として有
効利用を図る。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 8,000 0.6 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0

27074
開発事業者等から委託を受けて
行う下水道建設事業

区画整理事業や民間開発事業等の下水道事業以外
の事業に伴って必要となる、下水道施設の検討、及
び、新設や移設等を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
C

2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 2,637,821 3.9 0.0 0.0 0.0 3.9 0.0

27075
下水道事業に関する技術開発・
調査関連事務

既存施設の適切な保全と有効活用に関する技術開
発、コスト縮減に関する技術開発、老朽施設の改築
更新に関する技術開発等の調査研究を実施するとと
もに、大都市がメンバーとなっている技術開発連絡
会議に出席し、技術開発に関する情報交換や議論を
行っている。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ａ－２
A-1
A-4

2299 イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 165,700 5.3 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの
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番号

事務事業内容

事業の
対象者

(該当するも
の3つまで)

市が関与する
必要性

事務事業名

　(新)　→　21年度からの事業
　(区)　→　各区での実施事業
　　　　　　　(相談、申請受付等)

21年度 従事職員数(21.5.1)終了

事務事業
の分類

(経営方針番号)

市民
協働

実施主体の妥
当性

運営方法
（該当に○）

見直し
計画

21年度予算
（単位：千円）

　　　　　　PTの見解

あくまで中間とりまとめとしての見解です。
分類・記号の説明は「点検の視点ごとの分
類」をご覧下さい。

自己事業仕分け
の判定

27076
下水の浄化過程における基礎研
究及び下水、大気等の分析・試
験事務

下水処理に関する技術開発の基礎的研究、水処理
及び汚泥処理の安定化に必要な改善手法の実験的
検討、下水道施設にて発生する様々な処理阻害物
質等の同定及び原因解析、不法投棄物や悪臭等の
環境汚染原因物質の分析、下水処理場に適用され
る排水基準項目の集約分析(一部)、調査業務委託
の設計、監督

1 内部 b生活水準確保 6内部業務 Ａ－２
A-1
A-4

2299 イ.中期 d市（民活拡大等） ○ ○ ○ ― ― 32,366 8.6 0.0 0.0 0.0 8.6 1.0

27077 河川に係る企画調整事務
治水対策計画、河川整備計画や河川施設維持管理
計画等、河川に係る諸計画の策定並びにそれに関
わる調整業務

1
内部
ソ

b生活水準確保 2企画立案 Ａ－２
A-1
C

1199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 1,500 2.5 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0

27078 河川施設維持事業

都市に残された貴重な水辺空間である市内河川の
環境を保全し、都市を水害から守る河川の治水機能
を維持するため、護岸や遊歩道など河川施設の維持
補修等を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

1103 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 396,342 4.0 10.0 0.0 0.0 14.0 0.0

27079 河川浚渫事業

市内河川は河口部に位置しており、河床に土砂やヘ
ドロが堆積しやすいことから、河川の治水機能の確
保や、航路確保・河川浄化を目的として、河床の土
砂やヘドロを除去する。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-4
B

1103 ア.短期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 11,240 0.5 8.0 0.0 0.0 8.5 0.0

27080
河川浄化水門・閘門の管理運営
事務

寝屋川を上流にもつ城北川、東横堀川、道頓堀川に
ついては、潮の干満を利用した水門の浄化運転によ
り、効果的な水質浄化を図るとともに、特に道頓堀
川・東横堀川については、円滑な船舶航行のため閘
門を併設している。洪水・高潮時には確実に治水機
能を確保できるよう管理しながら、快適な水辺環境や
円滑な舟運のため水門・閘門の操作を行う。

1 ソ b生活水準確保 5危機管理 Ｃ－１
A-1
A-4

1103 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 42,280 0.5 11.0 0.0 0.0 11.5 0.0

27081 住吉川等の耐震対策事業
現在の耐震基準を満たしていない既設護岸の耐震
化を図る対策工事を進めるとともに、周辺環境にも
配慮した河川整備を行う。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 87,442 1.9 0.0 0.0 0.0 1.9 0.0

27082 城北川等の治水対策事業

寝屋川流域の治水対策として、城北川を、寝屋川の
洪水の一部を大川へ放流する分水路として改修を進
めるため、護岸の改修、水門の改築及び河積の拡大
等（河床の掘削・河積阻害の要因となっている橋梁
の架け替え）を行う。また流域対応施策として、学校
等の敷地を貯留機能を持つ構造とすることで、雨水
を一時的に貯留し、周辺地域の浸水被害を軽減す
る。

1 ソ b生活水準確保 2企画立案 Ｃ－１

A-1
A-4
B

2199 ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 219,012 2.4 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0

27083
道頓堀川等の水辺環境整備事
業

道頓堀川・東横堀川は、都心に残された貴重な水辺
空間である。水の都・大阪を再生するために「川」を
「まち」を構成する重要な空間として捉え、川とまちが
一体となった魅力ある水辺空間の創造を目指して、
川沿いの水面近くに遊歩道や船着場等を整備する。

1 ソ f魅力を高める 2企画立案 Ｃ－１
A-1
A-4

2201
2202

ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 1,369,620 4.4 0.0 0.0 0.0 4.4 0.0

27084
水辺活性化に向けた取組みに関
する事務

本市の貴重な財産である河川を最大限に活用し、水
の都大阪の再生を目指して、水上交通の活性化に
向けた取組みや河川敷地の有効利用方策の検討な
どにより、河川水辺空間における賑わい創出を目指
す。

1 ソ f魅力を高める 2企画立案 Ａ－１ A-1 2299 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 28,000 2.2 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0

27085
道路占用工事に関する事務（指
導・立会・検査）

許可した占用工事について、許可条件どおりに施工
されているか確認するとともに、工事現場の保安施
設等について日々巡視、支障となる事案に対して指
導する。さらに、復旧跡の道路復旧面積の立会、竣
工確認検査の実施

1 エ
c生命財産を守
る

3公権力行使 Ｃ－１ C イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 9.2 45.8 0.0 0.0 55.0 0.0

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの
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　(新)　→　21年度からの事業
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21年度 従事職員数(21.5.1)終了

事務事業
の分類

(経営方針番号)

市民
協働
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自己事業仕分け
の判定

27086
道路にかかる請負工事等の監督
事務

・路線指定における監督業務（関係先との調整・協
議、工程管理、安全管理、品質管理、出来形管理
等）
・路線指定が無く維持修繕要素の強い請負工事及び
業務委託の監督業務
・市民要望や保全巡視による「要補修箇所」の調書
等作成

1
ア
セ

c生命財産を守
る

9指導・監督 Ｃ－１ B ア.短期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 0 72.8 84.0 0.0 0.0 156.8 4.0

27087 道路維持修繕事務

・直営工事による維持・修繕等業務（舗装補修、付属
施設の修繕、附帯施設の維持管理、管理用地の維
持管理等）
・維持業務に係わる除草清掃、事故防止対策、凍結
防止等の業務委託設計書の作成及び発注業務

1 セ b生活水準確保 6内部業務 Ｃ－１ B ア.短期 e市（要改善） ○ ― ○ ― ― 7,884 5.7 35.5 0.0 0.0 41.2 0.0

27088
下水管きょの維持管理に伴う企
画・立案事務

下水管きょの維持管理を行うための作業計画立案業
務

1 ソ b生活水準確保 6内部業務 Ｃ－１

A-1
B
D

1199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 28,549 12.0 52.0 0.0 0.0 64.0 0.0

27089
下水管きょの維持管理に伴う予
防保全事務

下水管きょ内の堆積土砂の清掃、改築・更新のため
の老朽度調査、損傷した下水管きょの補修、道路陥
没等の事故防止の調査パトロール業務

1 ソ b生活水準確保 5危機管理 Ｃ－１

A-1
A-4
B

1199 ア.短期 d市（民活拡大等） ○ ― ○ ― ― 1,963,644 41.0 191.0 0.0 0.0 232.0 30.0

27090
下水管きょの維持管理に伴う市
民対応事務

市民からの下水つまり等の申告受付、それに伴う調
査や清掃、下水管きょの布設要望等の対応業務

1 ソ b生活水準確保 5危機管理 Ｃ－１

A-1
A-4
B

1199 イ.中期 e市（要改善） ○ ― ― ― ― 44,541 12.0 87.0 0.0 0.0 99.0 0.0

27091
下水管きょの維持管理に伴う許
認可事務

建築物の新設等に伴う排水協議、排水計画の確認
事務や地下埋設工事に伴う協議や許可、各種工事
届出に伴う立会・指導・パトロール業務

1 ソ
c生命財産を守
る

3公権力行使 Ｃ－１

A-1
B
C

1199 イ.中期 e市（要改善） ○ ○ ― ― ― 103,911 12.0 105.0 0.0 0.0 117.0 0.0

27092 下水処理場の維持管理事務

家庭などから排水された汚水を浄化し、汚水から除
去した汚濁物を処理する施設や、浸水を防ぐために
雨水を排水する施設の運転管理を行う業務、並びに
それらの施設が確実に運転できるように保守・点検
する業務

1 ソ b生活水準確保 5危機管理 Ｃ－１

A-1
A-4
B

1199 ア.短期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 11,461,523 56.5 465.0 1.0 0.0 522.5 48.0

27093
抽水所（ポンプ場）の維持管理事
務

　家庭などから排水された汚水を下水処理場へ送水
する施設や、浸水を防ぐために雨水を排水する施設
の運転管理を行う業務、並びにそれらの施設が確実
に運転できるように保守・点検する業務

1 ソ b生活水準確保 5危機管理 Ｃ－１

A-1
A-4
B

1199 ア.短期 e市（要改善） ○ ○ ○ ― ― 1,703,565 20.0 228.0 0.0 0.0 248.0 0.0

計 93件 97,801,119 743.1 1,821.8 5.0 0.0 2,569.9 147.0

カ　事業仕分けでの指摘や意見を受けて、
見直しを検討すべきもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

カ　事業仕分けでの指摘や意見を受けて、
見直しを検討すべきもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

キ　引き続き改善しながら実施するもの

エ－2　効果的、効率的な運営手法の検討
が必要なもの

カ　事業仕分けでの指摘や意見を受けて、
見直しを検討すべきもの
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